
6	 国際文化研修2025春　vol. 126 	 国際文化研修2025春　vol. 126	 7

　我が国を訪れて、様々な活動をじっくり行
う外国人の方が増えています。恐らく皆さん
の自治体でも、外国人住民の方が増えている
ところが多いのではないでしょうか。外国人
の方の数が増えているだけではなく、日本社
会の中でのプレゼンスあるいは存在感も大き
くなっていると言えます。今後、「外国人を包
摂した日本社会のあり方」がいろいろなとこ
ろで語られていくと思いますので、その土台
となるファクトと心構えのようなことについ
てお話ししていきます。

1　在留外国人数の推移と人口に対
する在留外国人率の将来予測

 　図１のグラフは日本に暮らす外国人の方の
数すなわち皆さんの住民基本台帳に登載され
ている中長期在留者数の推移です。棒グラフ

（いずれも年末の数値）は昭和の終わりから始
まっていますが、その頃外国人在留者数は90
万人弱でした。当時はまだ外国人登録制度で
統計をとっていましたので厳密には数字の意
味が違うのですが、大体の傾向は見ていただ
けます。基本的に右肩上がりで推移していま
すが、小さなピークが２回あります。１回目
は平成20年のリーマンショックの時です。そ
の影響で職を失った相当数の日系人の方々が
帰国をするという動きがありました。更に23
年に東日本大震災があり、減少傾向は24年ま
で続きました。その後再び増加傾向が強まっ
ていたところコロナ禍に見舞われ、令和元年
をピークに再び右肩下がりになりました。し
かし、２年、３年と続いた右肩下がりが転じて、
令和５年、この一番右に書き加えた棒グラフ
ですが、その数は341万992人となりました。

（出典）
出⼊国在留管理庁
資料に筆者が加筆
（総⼈⼝は2024.1.1
参照）

令和５年末
現在

341万992⼈

令和５年10⽉末⽇
現在

204万8,675⼈

2.74%

２０６０年代
に１０％超？

図１　日本に在留している外国人数の移り変わり
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更に令和６年の６月末にその数が358万8,956
人となっていますので、半年の増加数約17万
人を単純に２倍すると34万人、前年末約340万
人の約１割増の勢いというイメージです。
　長い方の折れ線グラフは、日本の総人口

（日本人も外国人も含んだもの）に対する外国
人の割合を示しています。平成の始まりには
0.8％、すなわち100人に１人も外国人の方は
いなかった時代から、近年では100人に３人弱
が外国人の時代になっています。日本の人口
が減少局面に入り、外国人在留者数が増えて
いるのですから、その数値が上昇するのは当
然のことですが、国立社会保障・人口問題研
究所という国の機関が、その将来推計を行っ
ています。そこは、日本の人口自体の将来推
計も行っているところですが、2060年代に外
国人の人口全体に対する比率は１割、すなわ
ち100人に10人を超えることを予測しており

＊1

、
それが発表された時、マスメディアなどでは

「外国人１割時代到来！」のような注目のされ
方をしたように記憶しています。その予測は、
極めて統計学術的に、これまでの外国人の出
国・死亡数や入国・出生数等を足し引きして
いるもので、これからの政策等の変化の要因
は加味されていません。更に、この半年の実
際の増加数は、その予測に利用された数値を
上回っていますので、外国人１割時代の到来
はその予測よりも更に早まることも可能性と
してあります。
　今、日本で外国人在留者率が高い地方自治
体のひとつに群馬県の大泉町があり、その割
合は約２割です。製造業が基幹産業で、1990
年代から多くのブラジル人等日系人が住民に
なった町です。40年後の１割で世の中が驚く
のであれば、今２割の町では何が起こってい
たのかと思うと、大泉町のこれまでの長年に
わたるご努力や工夫などに改めて敬意を表し
たい気持ちです。
　さて、１割という数の切れ目に意味がある
とは思いませんが、そういう時代が来ること
を前提に、私たちは何をどう準備していけば

よいのか、心づもりはどうすればよいのか、
少なくともその方向性を定めていく必要があ
るということが、その予測が発するメッセー
ジだと私は思っています。

2　外国人の受入れと共生社会づく
りは車の両輪

　次に、これまでの日本の外国人受入れ等が
どういう歴史を辿ってきたかをご紹介します。
大事なのは将来ですので、あまり過去に時間は
かけませんが、ここでこれをお話しするのは、
今、ある意味ようやく、外国人の受入れ政策と
共生社会づくりの政策が、車の両輪として動き
始めたということをお伝えしたいからです。
　図２は２つの流れを示しています。左の受
入れ政策という方は、正に受入れの政策や制
度の変化、出来事等を振り返っています。右
の方は、「多文化共生施策」とありますが、受
け入れた外国人と日本社会がどのように上手
に共生、即ち一緒に生きていくかということ
についての出来事です。
　まず左側ですが、戦後から2000年頃までの
出来事としては、戦後日本から一度母国に帰っ
た朝鮮半島出身者の人々が「密航」という形
で再度日本を目指す動きや、1980年代になっ
て、マスコミで「じゃぱゆきさん」とか「じゃ
ぱゆきくん」などと命名された日本で就労する
ことを目指したアジアの人々が日本に多数来
るという事態が起きました。1990年以降、ブ
ラジル・ペルー等からの日系人が来日し、東
海や北関東などの製造業がさかんな地域に集
住するということが顕著になりました。中国で、
日本語学校に来ることを目的にしたビザの取
付・騒擾事案が起きたのもこの時代です。そ
して技能実習制度ができたのが1993年という
ことで、1900年代、20世紀は、いわば日本が
受け身の姿勢でいてもなお、多くの主としてア
ジア地域の人たちが、様々な形で日本を目指
した時代だったと振り返ることができます。
　その後、21世紀になりますと、世界的な、人、
モノ、お金、情報等の移動、国際交流が活発
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化し、日本も当然にそうした動きの渦中で、受
け身でいるだけではいけないという気配を察し
ました。そこで、いろいろと外国人を惹きつけ
る施策を打ち出したのが、2000年を過ぎた頃か
らです。ヴィジットジャパンという外国人観光
客の誘致・惹きつけ、「外国人留学生30万人計
画」、日本の発展に貢献することが期待される
経歴や実績を持っている外国人の惹きつけの
ための高度人材ポイント制などがその例です。
この頃の気運を称して、私は「積極的受入れ
の兆しの時代」と個人的に名付けています。
　更に時が進んで、2015年頃からの雰囲気を

「部分的能動的受入れ」と私は振り返っていま
す。積極的と能動的とがどう違うかといいま
すと、積極的の時代は、それまでも受け入れ
ていた外国人を更にたくさん受け入れること
を目指したもので、能動的は、それまで受け
入れていなかった外国人を、新たに門戸を広
げて受け入れる政策・施策が実現したという
個人的な使分けです。なお「部分的」として
いるのは、例えば日系人を更にたくさん入れ
ましょうか、永住者を増やしましょうとか、
全ての在留資格にその受入れ拡大の動きがあ
るものではないので、「部分的」と名付けまし
た。その拡大は主として就労を目的としたい
わゆる外国人労働者の分野のものです。例え

ばEPA看護師・介護福祉士候補者の受入れは、
始まったのは2008年ですので厳密にはひとつ
上の時代ですが、それまで受け入れていなかっ
た分野の外国人を受け入れた先駆けとなった
ものです。その他、特区という、認定された
特別な自治体の地域だけ新しい施策を実験的
にやってみるというしくみで、家事支援人材
や農業人材などを限定的に受け入れました。
その他、東京オリンピック・パラリンピック
の施設を作る建設等労働者も時限措置として
受け入れ、2017年には「介護」の在留資格を
創設しました。そして2019年には、「特定技能」
の在留資格を創設し、初めて「人手不足が深
刻な業界に外国人の力を借りる」という政策
を打ち出して、それまで受け入れていなかっ
た「準技能労働者」を受け入れることとした
のです。
　このように、外国人の受入れ政策は、時代
を追うごとに変化あるいは付加されてきたこ
とを、そのパラダイムシフトとして振り返る
ことができます。
　次に是非お伝えしたいのは、右の流れにつ
いてです。右の流れは、受け入れた外国人と
どうやって上手に生きていくかがテーマです。
その先駆けは、在日韓国・朝鮮人の方々の指
紋押捺反対運動における議論と位置づける説
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・受け身的受入れ（戦後～２０世紀末ごろ？）

・積極的受入れの兆し（２０００年ごろ～）

・部分的能動的受入れ（２０１５年ごろ～）

朝鮮半島からの不法入国、じゃぱゆきさん・くん、
日系人、上海事件、技能実習制度

ヴィジット・ジャパン、留学生３０万人計画、高度人材ポイント制
新たな在留管理制度

EPA看護師・介護福祉士、特区家事支援人材、東京オリンピック・
パラリンピック建設労働者、「介護」の在留資格創設、特定技能制度

２００６
多文化共生推進プラ
ン、生活者としての
外国人に関する総合
的対応策

２０１２
外国人住民基本台帳
登載

外国人集住都市等の
先駆的取組み

在日コリアンの
社会運動

２０１８
外国人材の受入れ・
共生のための総合的
対応策

多文化共生
施策

受入れ政策

★ポイント
外国人受入れの
パラダイムシフト

★ポイント
受入れと共生

が合体

図２　これまでの日本の受入れ政策・多文化共生施策の移り変わり
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もあります。そして、1990年代からの多くの
日系人の来日を受けての、外国人集住地域の
地方自治体の取組がありました。その自治体
の一住民として受け入れた外国人に、どのよ
うに自立した生活、更にはできるだけ不便さ
が解消された生活を送れる環境を提供できる
か、住まいの問題、子供の教育の問題、福祉
の問題、そしていかに日本のルールはもとよ
り地域のルールや文化や習慣を理解してもら
うか等のことに、各地方自治体は腐心された
わけです。大きな鍵はコミュニケーションの
手段や内容だったでしょうし、日本人住民側
の安心感の醸成や多文化への理解の促進など
も課題だったことでしょう。そして2006年、
総務省の主導で「多文化共生推進プラン」を
策定するというしくみができ、地方自治体で
もそれぞれのプランを作って多文化共生社会
の実現に向けての取組が推進されてきました。
　2012年の法改正で、それまでの外国人登録
制度が廃止され、外国人も外国人住民基本台
帳に登載され、象徴的にも実体的にも日本人
も外国人も普通に同じ住民同士という社会の
基盤ができました。
　そして2018年、ちょうど特定技能の在留資
格の創設と軌を一にして、「外国人材の受入

れ・共生のための総合的対応策」
＊2

という、こ
れから日本が外国人を包摂した社会になって
いくために、何と何をどうしたらよいのかと
いう網羅的で総合的な取組課題のメニュー一
覧ができました。その内容には、外国人の受
入れ制度をどうしていくかということと併せ
て、外国人とのコミュニケーションの在り方
や、特に災害時等の情報提供の在り方、教育、
社会保障、国や地方自治体の取組の在り方等、
外国人の受入れに関する内容と共生社会づく
りに関する内容の両方が含まれていますので、
ここに至って、そのタイトルが「受入れ・共生」
とありますように、この左の政策・施策と右
の政策・施策とが車の両輪として合体したわ
けです。つまり、そこには、これから外国人
受入れを考えていくにあたっては、受け入れ
るか受け入れないかとか、どういう制度で受
け入れるかということと併せて、受け入れた
外国人とどうお付き合いをしていくかという
ことを一緒に考えていくということが、いわ
ば宣言されたのでありました。

3　総合的対応策からロードマップへ
　この総合的対応策の策定時に、ないものが
２つありました。ひとつは、こういうメニュー

（出典）
出入国在留管理庁
公表資料
「外国人との共生
社会の実現に向け
たロードマップ
（概要）」より抜
粋

図３　外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ（ビジョンと重点事項）
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を実現した先にはどのような社会があるのか
というビジョンで、もうひとつは、いつになっ
たらこういうメニューが実現するのかという
工程表でした。2018年に設置された「外国人
材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」

＊3

は、
外国人関連の初めての閣僚会議で、外国人関
連問題は政府全体で取り組んでいくことを象
徴的に明らかにしたものでしたが、その閣僚
会議が「外国人との共生社会の実現のための
有識者会議」を設置し

＊4

、同有識者会議におい
てビジョン等の検討が行われました。その検
討結果の意見書

＊5

の中で、目指すべき外国人と
の共生社会のビジョン３つと取り組むべき中
長期的な課題（重点事項）４つが示されまし
た。３つのビジョンは、①安全・安心な社会、
②多様性に富んだ活力ある社会、③個人の尊
厳と人権を尊重した社会で、４つの重点事項
は、①円滑なコミュニケーションと社会参加
のための日本語教育等の取組、②外国人に対
する情報発信・外国人向けの相談体制等の強
化、③ライフステージ・ライフサイクルに応
じた支援、④共生社会の基盤整備に向けた取
組です。
　総合的対応策が短期的な課題への対応とし
て毎年改訂されるメニューであるのに対し、

上記ビジョンと重点事項に沿って、そのメ
ニューを政府において編み直し、５年間の中
長期的な課題・施策を示したのが「外国人と
の共生社会の実現に向けたロードマップ」で
す
＊6

。その施策の数は全部で104（令和６年度改
訂版）となっています。それに加えて、主な
施策には、今後５年間のうち、政府としてい
つのタイミングで何を行うかという工程表が
ついています。これが正に取組のロードマッ
プです。このロードマップは５年が１クール
になっているものではありますが、ビジョン
と重点事項はクールを越えて継続されていく
ものでしょうから、冒頭お話ししました外国
人１割時代に向けて、どういう展望を持って
何をしていくべきか、ということが、このロー
ドマップによって継続的に示されて、地方自
治体の皆さんはもとより、日本社会の皆さん
と共有されていくことになるのだと思います。

4　選ばれる国、地域そして企業や
学校になるために

　今、国を越えた人材獲得競争が激しくなっ
ているとか、日本は選ばれる国であり続ける
のでしょうか、ということをよく耳にします。
日本が選ばれたとしても、どの地域、そして
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「選ばれる国になるために、選ばれる地域になるために、選ばれる企業や学校になるために。」

１．来日前からの情報共有
双方が「こんなはずではなかった。」とならないために。

２．来日直後のサポート
特に、言葉の壁や日本・地域特有のルールに留意。

３．活動（就労や勉強）開始後の接し方
ハンディはサポートしつつ、日本人と同等の処遇や接し方が必要。

４．生活者としての外国人との共生
同じ情報の共有（言語やわかりやすさに留意）と、困った時に頼りになる何か
（役所の窓口や、「寄り添い係」的な人）の確保。

５．自立した社会の一員としての尊敬
多文化共生推進プラン（２００６）の理念

「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係
を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと」
（外国人への支援は必要だが、支援の客体にとどまらない。）

図４　「共生競争」の時代へ
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どの企業や学校を外国人が選ぶかということ
には、いろいろな背景や条件などがあると思
います。例えば就労者であれば、単に報酬の
多寡ではなく、いかに職場でも地域社会でも外
国人と受入れ側の双方が心地よく共生できる
か、というその惹きつけの度合いの競争になっ
ていくかもしれません。そういう意味で、「共
生競争」などという言葉を私は使っています。
 　図４は、時系列的に、その魅力づくりのキー
ワードでよく耳にするものをまとめてみたも
のです。
　「１．来日前からの情報共有」では、地域の
魅力を存分に発信することが望ましいですが、
気候や風土など、外国人が戸惑うかもしれな
いこともきちんと伝えることが必要です。「２．
来日直後のサポート」では、十分に手取り足
取りする必要がありますが、社会のルールな
ど、大事なことは通訳者を入れるなどして正
確に理解してもらうことが肝要です。「３．活
動開始後の接し方」では、できるだけ、ある
いは段々に、日本人と同等に処遇する、接す
るということが、外国人の自立を促し、特別
扱いされずに活躍できている感情を持つこと
に繋がるとのことです。つまり、いつまでも、
よかれと思って特別扱いしていることが、必
ずしも望ましいことではない場面もあるとい
うことです。もちろん、語学面でのサポート
など、継続して支援をするべきことも少なか
らずあるはずです。「４．生活者としての外国
人との共生」として、隣人たる日本人と同じ
情報が、理解される言語やわかりやすい言葉
で提供されることと、そうした特に支援をす
る段階を過ぎたとしても、いざという時の相
談場所（人）あるいは駆込み場所（人）は確
保して、そのことを本人にきちんと伝えてお
くことの大事さがよく指摘されます。そうし
た場所を活用する必要がなければ、それに越
したことはないかもしれませんが、そうした
場所があるということで安心感を持てるとい
う外国人の声も、少なからず耳にします。
　最後に、多文化共生ということの理念につ

いてご紹介しましょう。これは、総務省の事
業として、2006年に多文化共生推進プランの
作成という取組が始まった時に、その内容を
検討した有識者会議の報告の中にあったフ
レーズですが、

「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化
的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうと
しながら、地域社会の構成員として共に生き
ていくこと」
としています。今からおよそ20年前にこの定
義がなされたことは、極めて先進的であった
と思いますし、今後日本が、多文化共生社会
の実現を目指していくにあたって、十分に指
針となるものだと思います。
　皆さんの自治体でも、この指針をどのよう
に具体化し実現していくか、それぞれの地域
の実状にあった議論や検討が重ねられていく
ことを願っています。
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